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（別表１） 

事業継続力強化支援計画 

事業継続力強化支援事業の目標 

Ⅰ 現状 

（１）地域の災害リスク 

１）地震・津波災害 

当町に影響する地震のほとんどは、日本列島の太平洋沿岸に沿って走っている環太平洋地

震帯のうち、地震活動の活発な三陸沖の地震帯に起因している。近年の大規模地震として

は、昭和５３年６月宮城県沖地震、平成２０年６月１４日の岩手・宮城内陸地震（Ｍ7.2）、

平成２３年３月１１日の東日本大震災（M9.0）等が挙げられる。 

     当町に影響する津波は、三陸沖の地震帯で発生する地震に伴って襲来するものがほとん

どである。近年における津波としては、昭和３５年のチリ地震津波、平成２３年３月１１日

の東日本大震災による津波が挙げられる。 

     県及び町では、被害想定調査に基づき地域防災計画の修正を実施してきたが、東日本大震

災では、国内観測史上最大のＭ9.0という巨大地震とそれにより引き起こされた巨大津波に

より、甚大な被害が発生したため、今後の地震対策において想定される地震を新たに設定

し、その対策に努める必要がある。 

 

２）風水害等 

当町では、風水害等による被害は比較的少ないが、近年台風の発達や異常気象による前線

活動の活発化、高潮災害が想定される。特に、一端豪雨があれば浸水や土砂災害が発生する

リスクが高まる。 

     風水害等の災害による被害影響を多く受ける地域に立地している御前下地区の当会会員

事業所は１０事業者である。他の警戒地域についても事業者は点在している。条件によって

は浸水することも予想される。 

 

 南三陸町防災マップ 

   
  入谷・志津川・戸倉地区     入谷・志津川地区     歌津・志津川地区 

（南三陸町土砂災害 特別警戒区域・警戒区域拡大図より） 

 

３）感染症 

新型インフルエンザは、１０年から４０年の周期で出現し、世界的に大きな流行を繰り

返している。新型コロナウイルス感染症は、国民の大部分が免疫を獲得しておらず、全国

的かつ急速なまん延により、町民の生命及び健康に重大な影響を与える恐れがある。 
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（２）商工業者の状況（令和４年１２月現在） 

管内事業者数 

商工業者数（Ａ） ４４７ 

内小規模事業者数（Ｂ） ３７８ 

※小規模事業者数割合（Ｂ／Ａ） ８４．５％ 

南三陸商工会独自調査による 

 

上記、管内事業者数「業種別状況」の商工業者数は、＊平成２８年度経済センサス‐活動調査よ

り産業分類のＡ：農業、林業及びＢ：漁業以外の「非農林漁業」を抜粋している。 なお、小規模

事業者数は「Ｃ：鉱業、採石業、砂利採取業」「Ｄ：建設業」「Ｅ：製造業」「Ｆ： 電気・ガス・熱

供給業」「Ｇ：情報通信業」「Ｈ：運輸業、郵便業」については従業員２０名未満、 それ以外の「Ｉ

～Ｒ：卸売業、小売業、サービス業」については従業員５名未満を小規模事業者としている。 

 

業種別状況 

業種 商工業者数 内小規模事業者数 備考 

農林漁業 ２６ ２６ 沿岸部・山間部に分散 

鉱業、採石業、砂利 ０ ０  

建設業 ９６ ８８ 町内全域に分散 

製造業 ７９ ６６ 
多くは市街地に商工団地と

して集約している 

電気・ガス・水道業等 １ １ 市街地に多い 

情報通信業 ２ ２ 市街地に多い 

運輸業、郵便業 １４ １１ 町内全域に分散 

卸売業、小売業 １２０ ９０ 町内全域に分散 

金融業、保険業 ５ ２ 市街地に多い 

不動産業、物品賃貸業 ４ ２ 市街地に多い 

専門・技術サービス業 ３ ３ 市街地に多い 

宿泊・飲食業 ４６ ４２ 町内全域に分散 

生活関連サービス業 ２５ ２５ 市街地に多い 

教育・学習支援業 ２ ２ 市街地に多い 

医療・福祉 ３ ３ 市街地に多い 

複合サービス業 １ １ 市街地に多い 

その他サービス業 ２０ １４ 町内全域に分散 

南三陸商工会独自調査による 

 

（３）これまでの取組 

  ①南三陸町の取組・防災計画の策定・防災マップの作製・防災訓練の実施・防災備品の整備・避 

難所用備品の備蓄・避難所運営マニュアルの作成・職員災害初動マニュアルの作成・防災行政無

線（デジタル化）の整備・防災情報のメール配信・自主防災組織の育成・防災士、防災指導員の

育成・民間事業者及び自治体との災害時応援協定の締結。 

 

 ②南三陸商工会の取組・事業者BCPに関する国の施策の周知・県主催の事業者BCPに関するセミ 

ナーの周知・大規模災害対策マニュアルの策定・災害復旧補助金の申請支援、フォローアップを

行う。 

 

 

 



３ 

 

Ⅱ 課題 

  災害対策としては、事業者BCPについて基礎的な知識は有するが、事業者BCPの策定に特化するに

は至らず、情報収集が十分とは言えない状況である。また外部専門機関との連携関係が不十分であ

り、災害対策具体案（共済、保険の加入）について提案するには効果的な連携関係の構築が急務で

あると考えられる。また、事業者に対する取組内容としては、事業者BCPに関する国の施策および

関係機関のセミナーの周知にとどまっており、情報提供の方法についても改善の余地が大いにあ

る。南三陸商工会で把握している限りでは事業者BCPについて策定したという例も数少なく、策定

支援実績が乏しい状況である。また、本支援計画策定時点で流行している新型コロナウイルス感染

症について、流行以前のように事業を行えなくなった事業者も多くおり、支援体制の強化が求めら

れている。 

 

Ⅲ 目標 

  災害発生前対応策として、行政や保険会社等の専門機関と連携し支援体制を強化したうえで、町

内事業者に災害リスク対策の重要性を周知、事業者BCP策定支援を行い、事業者の理解促進を目標

とする。災害発生後対応策として、大規模災害対策マニュアルを基礎とした対応方法についての理

解徹底を目標とする。また、新型コロナウイルス感染症にかかる事業者の状況をふまえ、実態に合

わせた支援を行うことを目標とする。 

 

①南三陸商工会における情報収集および支援ノウハウの構築 

国や県等行政機関における施策について、町と協力し情報収集するとともに、事業者BCP策定支 

援事例等の情報と地区の特性についてのデータを活用し災害対策支援能力の向上を図る。 

 

②関係機関との連携体制の構築 

   行政と災害対策における具体的対策について、必要に応じ保険会社等とも連携し、提案メニュー 

の充実を図る。 

 

③事業者への災害対策関連情報の周知 

   郵送での情報提供やセミナー等の説明会を通して情報の発信を行い、事業者が災害リスクに気

づくきっかけを創出し、事前対策の必要性についての認知促進を図る。また、事業者の災害対策 

に関する知識の向上を目指す。 
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事業継続力強化支援事業の内容及び実施期間 

 

（１）事業継続力強化支援事業の実施期間（令和 ５年 ４月 １日～令和１０年 ３月３１日） 

 

（２）事業継続力強化支援事業の内容 

   南三陸商工会と南三陸町の役割分担、体制を整理し、連携して以下の事業を実施する。 

 

＜１．事前対策＞ 

   南三陸商工会における「大規模災害対策マニュアル」や南三陸町における「地域防災計画」と

の整合性を整理し、自然災害発災時や感染症発生時に速やかな応急対策等に取り組めるよう、以

下のことを実施する。 

①小規模事業者に対する災害等リスクの周知 

・商工会職員の巡回訪問時や窓口指導時に、南三陸町発行の防災マップ等を利用し事業所立地場

所の自然災害等のリスクについて把握する機会を提供し、全国商工会連合会発行のリスクチェ

ックシート等を用いその影響を軽減するための取組や対策（事業休業への備え、水災補償等の損

害保険・共済加入、行政の支援策の活用等）について説明する。 

・南三陸町の広報紙や、南三陸商工会より随時送付しているお知らせ、ホームページ等を利用

し、国の施策の紹介、事業者 BCP 策定の事例等について情報提供を行う。  

・事業者に対し、事業者 BCP（即時に取り組み可能な簡易的なものを含む）の策定による実効性

のある取組の推進や効果的な訓練等について指導および助言を行う。 

・事業継続の取組に関する専門家による事業者 BCP の概要や行政の施策等について、普及啓発

セミナーを主催する。 

・新型コロナウイルス感染症にかかる対応として、常に新しい情報を入手し冷静に対応すること

を事業者に周知する。 

・感染症対策として、マスクや消毒液等の備蓄、オフィス内換気設備の設置、ＩＴ活用のための

情報や支援策等を事業者に提供する。 

②南三陸商工会の事業継続計画 

・東日本大震災や令和元年台風１９号等での被害を教訓とし、事業継続計画である大規模災害対

策マニュアルを策定し、運用している。毎年度初めに更新しているため、状況に応じ修正を加え、

事業実施期間中においても運用を継続する。 

③関係団体等との連携 

・南三陸商工会で事業者の状況を確認。専門機関の協力を仰ぎ、事業所のリスク管理の度合いに

応じた具体的対応策の紹介を実施する。 

・関係機関への普及啓発依頼を行う。  

④フォローアップ 

・事業者 BCP を策定した事業者の取組状況を確認し、実情に合わせ修正等を行い、計画のブラ

ッシュアップを図る。 

⑤当該計画にかかる訓練の実施  

・南三陸商工会と南三陸町の職員間で、状況を踏まえて必要に応じて防災推進会議を行うことと 

する。南三陸商工会と南三陸町において、連絡ルートの確認等を行う。 

 

＜２．発災後の対策＞ 

・自然災害等発災時には、人命を第一に考え、そのうえで地区内の被害状況を把握し、関係機

関との情報共有を行う。南三陸町に震度６弱以上の地震、または、会長が大規模災害と認めた

災害が発生した時は、大規模災害対策マニュアルに基づき「南三陸商工会災害対策本部」を設

置する。商工会等職員に新型コロナウイルス感染症の感染者や濃厚接触者が発生した場合は、 

宮城県商工会連合会より提示されている「商工会等職員に新型コロナウイルス感染症感染者が
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発生した場合の対応について」を基に対応する。主に大規模災害発災時及び感染症等感染者が、

出た場合の対応について、下記に示す。 

南三陸町では、自然災害等発災時には、地域防災計画および職員災害初動マニュアルに基づ

き業務にあたる。同マニュアルの配備基準より「災害対策本部」等設置し、情報収集等応急対

策を実施する。また、町内で感染症が発生した場合は南三陸町新型インフルエンザ等対策行動

計画を基準とする。職員等が感染した場合は町民生活の維持に必要不可欠な業務を継続する体

制を構築するため、南三陸町が策定する南三陸町業務継続計画を基に、対策を取ることとする。 

※南三陸商工会災害対策本部を設置しない程度の災害発災時には、南三陸商工会では職員が窓

口となり災害対応を実施し、南三陸町との情報共有等を行う。 

※南三陸商工会と南三陸町において情報共有を行う際、南三陸商工会・宮城県商工会連合会間

で使用する様式を用いる方法または口頭で回答する方法を用いることとする。 

  

    南三陸商工会災害対策本部 

対策本部全体 危機管理対応の職場内調整 

突発事案の対応 

被災会員事業所の状況等の情報収集と発信 

基本行動要領の決定と指示 

本部長 

（会長） 

危機管理対応の決定 

危機管理対策の全般統括 

地区対策本部長 

（副会長） 

対策本部との連絡調整 

危機管理対策の地区内調整 

地区内事業所の情報収集と発信 

対策本部決定方針の地区への徹底 

本部長代行 

（副会長） 

本部長の補佐 

職員の出勤体制の決定 

行政及び県連への報告 

最優先業務の決定 

平時体制移行の決定 

副本部長  本部長及び本部長代行の補佐 

行政等との調整 

責任者 職員の状況確認 

（自宅の状況、通勤困難、帰宅困難者等） 

対策本部の設営 

情報収集担当者 責任者の補佐 

役員並びに会員の被災状況調査及び集計 

職員及びその家族の安否確認並びに各商工会情報の収集 

 

・応急対策の実施可否の確認、発災後１時間以内に職員の安否報告（本人および家族の状況、

近隣の家屋や道路の状況、出勤の可否）を行う。その後役員の安否確認を行う。 

・応急対策の方針決定役職員の安否を確認したのち、南三陸商工会と南三陸町において応急対

策の方針を決定する。 職員全員が被災する等により応急対策ができない場合は、役割分担を決

める。 町内小規模事業者の被災状況の把握に努め、速やかに情報共有を行う。 
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【被害規模の目安は以下を想定】  

大規模な被害がある 

・地区内１０％程度の事業所で、「瓦が飛ぶ」、「窓ガラスが割れる」等、被

害が発生している。 

・地区内１％程度の事業所で、「床下浸水」、「建物の全壊・半壊」 等、大

きな被害が発生している。 

・被害が見込まれる地域において連絡が取れない、もしくは、交通網が遮

断されており、確認ができない。 

被害がある 

・地区内１％程度の事業所で、「瓦が飛ぶ」、「窓ガラスが割れる」等、比較

的軽微な被害が発生している。 

・地区内０．１％程度の事業所で、「床下浸水」、「建物の全壊・半壊」等、

被害が発生している。 

ほぼ被害がない ・目立った被害の情報がない 

 ※なお、連絡が取れない地域においては、大規模な被害が生じているものと考える。 

 

 本計画により、南三陸商工会と南三陸町は以下の間隔を目安に被害情報等を共有する。 

発災後～２週間 １日に２回共有する。 

～２カ月 １日に１回共有する。 

～６カ月 １週間に１回共有する。 

 

＜３．発災時における指示命令系統・連絡体制＞ 

・自然災害等発生時に、町内の事業者の被害情報について迅速な報告および指揮命令を円滑に行

うことができる仕組みを構築する。 

・二次災害を防止するため、被災地域での活動範囲・内容について決定する機能を持つ。 

南三陸商工会と南三陸町は、自然災害等による被害状況の確認方法や被害額（合計、建物、設備、 

商品等）の算定方法について、あらかじめ決めておく。 

・南三陸商工会と南三陸町で共有した情報について、南三陸商工会より宮城県商工会連合会、南

三陸町より宮城県気仙沼地方振興事務所へ報告する。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

＜４．応急対策時の地区内小規模事業者に対する支援＞ 

下記の手順により、迅速な相談窓口の開設および支援を行う。 

・相談窓口の開設方法について、南三陸商工会と南三陸町において協議を行う。（南三陸商工会

は、国の依頼を受けた場合には特別相談窓口を設置する。） 

・安全性が確認された場所において、相談窓口を設置する。 

・地区内事業者等の被害状況の詳細を確認するとともに、必要に応じ事業継続力強化の取組状況

や経営状況についても確認する。 

・応急時に有効な被災事業者施策（国、県、町等の施策）について、地区内小規模事業者へ周知

宮城県商工金融課 

宮城県気仙沼地方振興事務所 

南三陸町 

東北経済産業局 

宮城県商工会連合会 

南三陸商工会 
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する。  

・感染症の場合、事業活動に影響を受ける、またはその恐れがある小規模事業者を対象とした相

談対応体制をより一層強化し、支援を行う。 

 

＜５．地区内小規模事業者に対する復興支援＞ 

・宮城県の方針に従って、復旧・復興支援の方針を決め、被災小規模事業者に対し支援を行う。 

・被害が大きく、被災地の職員だけでは対応が困難な場合には、ほかの地域からの応援派遣等を

宮城県商工会連合会に要請する。 

 

＜６．地域防災計画との連携＞ 

・南三陸町の地域防災計画に基づいて、物価安定や救援物資、復旧資材の確保等について協力す

る。 

・南三陸町では、事業継続強化計画を策定した事業者を広報等による周知を検討する。 

・南三陸町の防災訓練に参加するなど、日頃から連携強化に努める。 

 

＜７．職員に感染症等感染者が発生した場合＞ 

・感染が疑われる職員が発生した場合 

当該職員に対し健康電話相談窓口（コールセンター）に相談を指示し、休暇取得を促すととも

に、宮城県商工会連合会へ連絡。 

・濃厚接触者が発生した場合 

当該職員に対し保健所の指導等に従い自宅待機を命じ、健康状態及び保健所からの指導等につ

いて報告を指示するとともに、宮城県商工会連合会へ連絡。自宅待機期間が終了した濃厚接触者

は再度健康状態の確認を行った上で職場復帰させるとともに、宮城県商工会連合会へ報告。事務

所内職員全員が濃厚接触者となった場合は、濃厚接触者の自宅待機期間が終了するまで感染者

が在籍した商工会館を閉鎖し、宮城県商工会連合会職員の応援及びエリア内商工会の協力を得

て相談対応にあたる。 

・感染者が発生した場合 

 商工会館の見取り図と個人名入り座席表、感染者の接触者リストを準備し、保健所へ積極的に

協力する。 

宮城県商工会連合会へ連絡し、事務所内全員が濃厚接触者となった場合は、濃厚接触者の自宅

待機期間が終了するまで感染者が在籍した商工会館を閉鎖し、宮城県商工会連合会職員の応援

及びエリア内商工会の協力を得て相談対応にあたる。濃厚接触者にならない職員がいる場合は、

保健所の指導等による消毒が終了するまで商工会館を閉鎖し、消毒終了後は濃厚接触者になら

ない職員により業務を再開することとし、商工会館閉鎖期間中は広域連携エリア内の商工会に

事務所スペースを借用し、濃厚接触者にならない職員が相談等対応にあたる。治癒した感染者

は、職場復帰が可能とする医師の診断書等を確認し職場復帰させ、宮城県商工会連合会に報告。

自宅待機期間が終了した濃厚接触者は、再度健康状態の確認を行った上で職場復帰させ、宮城県

商工会連合会へ報告。 

 

 

 上記内容に変更が生じた場合は、速やかに宮城県へ報告する。 
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（別表２） 事業継続力強化支援事業の実施体制 

事業継続力強化支援事業の実施体制 

（令和５年１月現在） 

 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の事業継続力強化支援事業実施に係る体制／関係市町村の

事業継続力強化支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経

営指導員の関与体制等） 

    

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第５条第５項に規定する経営

指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①当該経営指導員の氏名、連絡先 

  経営指導員：沼倉 秀樹（連絡先は後述（３）①参照） 

 

②当該経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度等） 

  ※以下に関する必要な情報の提供及び助言を行う。 

   本計画に必要な取り組みを行うとともに進捗の確認、見直し等フォローアップ（年１回） 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会 

   南三陸商工会 

   〒９８６－０７２５ 

   宮城県本吉郡南三陸町志津川字沼田１４番地１７ 

   TEL：０２２６－４６－３３６６ FAX：０２２６－４６－５３３５ 

   E-mail：minamisanriku_sci@office.miyagi-fsci.or.jp 

 

②関係市町村 

   南三陸町 商工観光課 

   宮城県本吉郡南三陸町志津川字沼田１０１番地 

   TEL：０２２６－４６－１３８５ FAX：０２２６－４６－５３４８ 

   E-mail：syoukou@towm.minamisanriku.miyagi.jp 

南三陸商工会 南三陸町 

事務局長 

法定経営指導員 

商工観光課長 

職  員 

確認 

連携・調整 

職  員 
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（別表３） 

 事業継続力強化支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

 

                                        （単位 千円） 

 
Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 

必要な資金の額 ３５０ ３５０ ３５０ ３５０ ３５０ 

 

・セミナー開催費 

・アンケート調査費 

・防災、感染症対策費 

１５０ 

１００ 

１００ 

１５０ 

１００ 

１００ 

１５０ 

１００ 

１００ 

１５０ 

１００ 

１００ 

１５０ 

１００ 

１００ 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

会費・手数料収入等、南三陸町補助金等 

 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 

 

 

 


